
令和５年度事業報告（概 要） 

 

 本会では、「人、世代、地域をつないで、共に生きる社会を築く」を基本理念に掲げ、

県民福祉の総合的向上を目指して、下記の５つの運営方針に沿って、地域共生社会の

実現に向けて役職員一丸となって、各種事業に積極的に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 誰もが安心して暮らせる地域の仕組みづくり 

私たち福岡県社会福祉協議会は、地域の福祉課題を地

域全体で解決する活動を推進し、新たな活動や事業の開

発、提言活動を行うとともに、住民主体の原則にのっとり、

住民参加と関係機関・団体との連携・協働による誰もが安

心して暮らせる地域の仕組みづくりに取り組みます。 

Ⅱ 尊厳の尊重と個別支援 

私たち福岡県社会福祉協議会は、社会福祉援助の根本

である個人の尊厳を尊重し、生活の困りごとを抱えた地域

住民の声に耳を傾け、気持ちに寄り添いながら、その方が

地域の一員として安心して暮らせるよう支援するととも

に、社協の持つ重層的なネットワークで生活課題を捉え、個

別の支援につなげます。 

Ⅲ 災害に強い地域づくりと災害時福祉支援活動 

私たち福岡県社会福祉協議会は、災害時の支援を行う使

命と役割を理解し、地域の防災力強化のため、日頃から関

係機関・団体と連携して災害時福祉支援活動の基盤強化を

図ります。 

また、災害時には、地域資源を最大限に活用し、被災地住

民が一日も早く日常を取り戻せるよう、関係機関・団体とと

もに総力を挙げて取り組みます。 

Ⅳ  福祉・介護人材の確保・育成・定着及び  
社会福祉法人の経営支援 

私たち福岡県社会福祉協議会は、誰もが安心して暮らせる

地域の仕組みづくりに欠かすことのできない福祉・介護分野

の人材確保並びに従事者の資質向上に力を尽くすとともに、

社会福祉法人・施設等の経営支援や地域における公益的な

取組を推進します。 

Ⅴ 未来につなぐ適正な法人運営 

私たち福岡県社会福祉協議会は、これら４つの重点事項

を実現するためには、本会の適正な法人運営が欠かせな

いという視点から、理事会・評議員会の組織運営とともに、

事業管理、人材の育成、労働環境の整備、 持続可能な組

織運営のための財政基盤の強化に努めます。 

５つの運営方針 

 

 

生活の困りごとを抱えた方の声に耳を傾け、気持ちに寄り添い、我が事として考えます。 

日頃から、積極的に情報を収集し、地域の課題解決に取り組みます。 

誰もが安心して暮らせる地域の仕組みづくりに向け、関係機関・団体と連携・協働します。 

人、世代、地域をつないで、共に生きる社会を築く 

基本理念 
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令和５年度事業報告 

Ⅰ 誰もが安心して暮らせる地域の仕組みづくり 

１ 地域共生社会を実現するための地域福祉の推進 

（１）市町村社会福祉協議会との連携・支援 

市町村社協の役職員を対象とした階層別研修会として、会長・常務理事・事務局長研修会及び

事務局長・管理職員研修会等を開催し、令和４年度に市町村社協委員会・専門委員会において作

成した「社会福祉協議会と包括的な支援体制～これからの福岡県内社協に必要な視点・求められ

る役割～」の内容を踏まえ、包括的支援体制の理解・整備に向け、市町村社協が地域福祉の推進

における中核的な役割・機能をさらに発揮できるよう、組織体制の強化（財源確保、人材育成等）

の推進に努めた。 

また、重層的支援体制整備事業及び同事業移行準備事業に取り組む市町村社協を個別に訪問し、

事業の進捗状況や課題を聞き取り、情報提供を行った。 

併せて、市町村社協の会計担当者等を対象に会計セミナーを開催するとともに、会計処理に関

する問い合わせ等に対し、個別支援を行った。 

令和５年度地域共生社会づくりのための市町村社協活動支援事業では、「地域共生社会の実現

に向けた、人と人とのつながりを支援する活動」をテーマとして３市社協を指定し、それぞれの

取組を支援した。 

さらに、各市町村社協が行う役職員研修会や住民向けの福祉講座等に職員（講師）を派遣し、

地域福祉活動の推進に努めた。 

（２）福祉教育及びボランティア活動の推進 

市町村社協をはじめとする関係機関・団体が集う、「ふくおか“きずな”フェスティバル」の

開催やボランティア団体への活動助成を行うなど、ボランティア活動の振興を図った。 

また、福祉教育については、学校・地域・社協・社会福祉施設の協同による取組を推進するた

め、市町村社協担当者会議及び福祉教育セミナーを開催した。 

さらに、「福祉教育読本『ともに生きる』」、「福祉教育教材『ともに生きる』」の配布を行

うとともに、教育現場での同教材の活用を促進するため、教育委員会や学校関係者に対する周知・

活用依頼を行い、福祉教育の推進に努めた。 

（３）民生委員・児童委員活動の支援 

福岡県民生委員児童委員協議会の事務局として、民生委員・児童委員の資質向上のための会議・

研修会等を開催し、活動を支援するとともに、民生委員互助共励事業の迅速・適切な運用に努め

た。 

また、一斉改選に向けて民生委員制度や民生委員・児童委員活動を広く周知するための広報啓

発活動にも取り組んだ。 
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（４）地域における公益的な取組の推進 

各地区での社会福祉法人・施設、市町村社協等の専門性を活かした地区連絡会の立ち上げ等を

支援するとともに、連絡会が立ち上がった地区を中心に、ふくおかライフレスキュー事業におい

て、生計困難者等に対する相談･支援を展開した。 

また、相談支援の中心的な担い手となる「サポーター」の養成やフォローアップに係る研修を

実施し、支援者のスキルアップに努めたほか、参加法人・事業所に対し、「ふくおかライフレスキ

ューＮＥＷＳ」を配信し、情報や支援事例の共有を行う等、生計困難者等に対する社会福祉法人

の支援力の向上に努めた。 

さらに、（株）セブン‐イレブン・ジャパンによる「店舗閉店・改装時の在庫商品や残商品を社

会貢献活動の一環として寄贈する取組」のほか、本事業や各市町村社協の活動、地域の様々な団

体等と連携した生活困窮世帯に対する支援に活用した。 

 

 

Ⅱ 尊厳の尊重と個別支援 

１ 権利擁護の総合的推進 

（１）権利擁護支援体制の充実 

認知症高齢者や知的障がい、精神障がい等で判断能力に不安のある方々が、福祉サービスの利

用に関わる支援やその他の必要なサービスを利用することで、地域で安心した生活が続けられる

よう、日常生活自立支援事業の適正な運営と利用拡大を図るため、市町村社協との連絡・調整を

密にし、必要に応じて個別支援を行うとともに、直接利用者支援にあたる生活支援員や専門員を

対象とした研修会の開催や専門員だよりの発行などを通して、事業の理解を深め、資質向上に努

めた。 

成年後見制度の利用促進については、市町村社協による法人後見の取組を支援するための研修

会やＮＰＯ法人等も対象とした連絡会を開催したほか、福岡家庭裁判所や専門職団体等と連携し、

市民後見人の養成や中核機関の設置に向けた支援、社会福祉法人を対象に地域での支援体制が図

られるよう研修会を開催する等、県内の総合的な権利擁護体制の充実に努めた。 

（２）福祉サービス苦情解決事業の充実 

福祉サービス利用者からの苦情を解決することにより、適切なサービス利用につながるよう、

社会福祉法の規定に基づき本会に設置する運営適正化委員会・苦情解決小委員会を開催（年１２

回）し、福祉サービスに関する苦情の解決（年３８８件）に努めた。 

また、関係機関・団体、各事業所にポスター及びチラシを配布し、本事業利用に関する広報・

啓発に努めた。 

さらに、各事業所が苦情解決の受付体制を構築し、取組を適正に行うことでサービスの向上が

図られるよう、事業所への訪問や事業所の苦情解決責任者及び苦情受付担当者等を対象とした研

修会を実施した。 
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（３）福祉サービス評価事業の推進 

福岡県から福祉サービス第三者評価推進機構の委託を受け、福祉施設・事業所を対象に第三者

による客観的な評価を行い適正な運営を支援するとともに、利用者の適切なサービス選択に資す

るため、３１事業所について評価結果の公表を行った。併せて、評価調査者養成研修及び継続研

修を実施し、評価調査者の養成及び資質向上に努めた。 

また、県内の認知症対応型共同生活介護７２事業所について評価・結果の公表を行った。 

 

２ 生活困窮者支援の取組強化 

（１）コロナ禍における生活困窮者への支援 

新型コロナ特例貸付で浮き彫りとなった社会的孤立や生活困窮等の課題解決・改善に向けた連

絡会や研修会等を開催するとともに、特例貸付債権管理事務における市町村社協の事業計画の内

容を踏まえ、生活困窮者支援に取り組む社協の情報収集に努め、市町村社協へ情報提供を行った。 

（２）生活福祉資金貸付制度の適正な運営 

ア 資金貸付の適正化 

貸付申請内容の調査を徹底することで、生活福祉資金貸付制度の適正な運営を図るとともに

迅速な資金貸付に努めた。 

特に生活にひっ迫し、支援の緊急性が高いと判断される世帯については、生活困窮者自立支

援制度による自立相談支援事業及び家計改善支援事業と密接な連携を図り、両制度がより効果

的、効率的に機能するよう努めた。 

イ 債権管理の強化 

令和４年度は、電話による償還指導が中心であったが、令和５年度は新型コロナウイルス感

染症の５類移行に伴い、自宅訪問を再開し、４４市区町村（延べ４６日）、９４１件の償還指導

を行った。 

また、特例貸付（緊急小口資金・総合支援資金）の債権管理における償還業務の一部を外部

委託した「特例貸付償還コールセンター」を設置し、国の方針に基づく該当世帯からの償還  

免除や償還猶予申請を受け付け、償還開始となった借受世帯に対しては、口座振替等による償

還を案内した。 

特に、特例貸付の借受人が生活福祉資金の滞納世帯である場合は、コロナ禍の影響が出る前

の生活状況、現状と今後の見通し等を聞き取り、滞納理由書（誓約書）の提出を求め、今後の

少額返済や、コロナ禍収束後の適切な償還を促した。 

さらに、令和５年度は「特例貸付相談支援センター」を設置し、電話や文書に対して反応が

なく、まったく償還がない未応答の借受世帯に対して、電話督促や自宅訪問を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

- 4 -



Ⅲ 災害に強い地域づくりと災害時福祉支援活動 

１ 災害時に備えた被災者支援活動の推進 

（１）災害ボランティアセンター設置・運営支援体制等の強化 

これまでの経験や全国の事例を踏まえ、災害時に他からの応援が望めないような場合であって

も市町村社協が地元関係者と協力し、協働型災害ボランティアセンターを円滑に設置・運営でき

るよう、平時における研修や訓練、地域住民への啓発活動等への支援を行うとともに、災害ボラ

ンティアセンターの設置・運営等に関する自治体や関係団体との協定締結の促進に努めた。 

また、大規模災害を想定した被災地支援の取組を強化し、運営の効率化を図るために運営シス

テムを導入し、システム開発及び利用方法等の研修・訓練を行った。 

（２）福岡県災害派遣福祉チーム（福岡ＤＷＡＴ）の体制充実 

災害時要配慮者が、避難所等において長期間避難生活を余儀なくされることにより、生活機能

の低下や要介護度の重度化などの二次被害が発生している。その防止のため、福祉の様々な専門

職で構成され、被災時に福祉的支援を行う福岡県災害派遣福祉チーム（福岡ＤＷＡＴ）のチーム

員登録や養成を行うとともに、先遣チームの養成等、派遣体制の充実に努めた。 

また、令和６年能登半島地震で実際に支援活動を行った福岡ＤＷＡＴチーム員からの活動報告

を行い、チーム員のスキルアップを図った。 

 

２ 災害時福祉支援活動 

（１）県内被災地の支援 

ア 災害救援本部の設置 

令和５年７月１０日から９月３０日まで設置した。 

イ 災害ボランティアセンターの設置・運営支援 

災害ボランティアセンターの設置・運営について、準備段階から支援を行った。 

また、災害ボランティアセンターを立ち上げた６社協の支援にあたるため、本会職員を延べ

２４６名派遣した。 

ウ 福岡ＤＷＡＴの派遣 

福岡ＤＷＡＴの派遣の必要性を判断するため、久留米市の避難所に先遣隊を派遣した。 

（２）県外被災地の支援 

ア 緊急小口支援特例貸付の運営支援 

   令和６年能登半島地震の緊急小口資金特例貸付のため、本会職員を３名派遣した。 

イ 災害ボランティアセンターの運営支援 

令和６年能登半島地震の被災地復旧のため、本会職員を２名派遣した。 

ウ 福岡ＤＷＡＴの派遣 

令和６年能登半島地震の避難所支援のため、福岡県ＤＷＡＴを延べ２５名派遣した。 
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Ⅳ 福祉・介護人材の確保・育成・定着及び社会福祉法人の経営支援 

１ 福祉・介護人材の確保・育成・定着に向けた取組の推進 

（１）福祉・介護人材確保、定着のための事業の充実 

慢性的な人材不足の解消に向け、ハローワークへの出張相談や「福祉・介護の職場体験事業」

を実施するとともに、離職した介護人材への再就職準備金貸付事業や介護福祉士修学資金等貸付

事業の積極的な実施に取り組んだ。 

保育分野では、地域の保育人材の確保や離職防止を目的として、保育士就職支援資金貸付事業

の一層の充実と適正な運営に努めた。 

また、学生を対象とした就職説明会を２回、対面式の福祉のしごと就職フェアを１回、地区別

（筑後・筑豊・京築・北九州）就職フェアを各１回ずつ開催し、求人側と就職希望者の面接等の

機会提供に努めた。 

さらに、福利厚生センターへの加入促進、加入事業所への会員交流事業の実施により、職員の

労働環境・処遇改善の一端に寄与する等福利厚生の充実に努めた。 

（２）介護人材育成及び就職支援の充実 

介護人材の確保を目的とした就職支援専門員による求職者に対する就職支援や求人事業所へ

の採用活動アドバイス、関係機関との連携による人材センター機能紹介や相談対応を行った。 

また、介護人材の裾野拡大を目的に介護未経験者向け入門的研修を開催するとともに研修開催

中は常時就職支援専門員を配置し、就職希望者と求人施設・事業所のマッチングを行う等職業紹

介との一体的な実施に努めた。 

（３）社会福祉従事者に対する体系的な人材育成・定着のための研修等の充実 

福祉サービスの質の向上に資するとともに社会福祉従事者の育成・定着を促進するため、階層

別研修（２２研修４２日程）、専門研修（２研修２日程）、資格取得研修（１３研修３２日程）、

テーマ別研修（７研修１０日程）、その他の研修（１研修９日程）を実施し、社会福祉従事者を対

象とした体系的な研修の充実に努めた。 

また、事業種別・職種を横断した各種研修・講座を実施したほか、広く県民を対象とした福祉

用具体験セミナー、福祉用具を活用した腰痛予防研修や住宅改修研修等を実施し、各施設・事業

所における人材育成の支援や介護に関する広報・啓発に努めた。 

 

２ 社会福祉法人・施設・事業所の経営支援に関する取組の推進 

（１）社会福祉法人・施設・事業所に対する研修等の充実 

各社会福祉法人が利用者支援や地域福祉活動の取組等を適宜発信することによって、法人の魅

力や必要な情報が外部に適切に伝わり、各法人のさらなる発展に繋がることを目的にセミナーを

開催し、人材確保における情報発信の重要性と危機管理広報の対応のあり方について、福祉関係

者の理解を深める機会とした。 
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（２）社会福祉法人・施設・事業所の連携促進 

生活困窮者の支援等、既存の制度や事業では対応できない課題に対応するため、規模の大小に

かかわらず地域の社会福祉法人や様々な福祉サービス提供機関等が連携・協力し、各地域でふく

おかライフレスキュー事業をはじめとした様々な支援ネットワークを構築し、それぞれの専門性

を活かした相談･支援事業の取組を支援した。 

 

 

Ⅴ 未来につなぐ適正な法人運営 

１ 組織・財政基盤の強化 

将来を見据えた本会の活動の方向性や目標を共有することで、県民の暮らしを理解し、県民に

理解される組織活動を展開し、もって県民福祉の向上に寄与すべく第１次活動推進計画を策定し

た。 

また、本会会員への加入を促進し、自主財源の確保に資するため、事業・取組の成果を周知す

るパンフレットを作成した。 

 

２ 広報活動の充実・強化 

社会福祉を取り巻く現状を正確に捉え、これからの方向性や問題点と関連付けながら本会の重 

点事業・取組等を紹介することで、社会福祉関係者をはじめ地域住民の共感を得て、県内地域福

祉の推進につなげることを目的に広報誌「ふくおかのふくし」（２０,０００部、年４回）を発行

した。 

さらに、対象を絞り、テーマをより明確化した広報手段として、「社協通信」（年８回）、「災

害救援情報」（年１５回）、「専門員だより」（年４回）、「ＤＷＡＴタイムズ」（年２３回）、

「障がい者福祉情報」（４,５００部、年３回）を、行政・関係機関・団体等に発行した。 

併せて、ホームページ「ふくふくネット」の内容充実を図りながら、県内外の福祉関連情報の

積極的提供と本会事業の広報充実に努めた。 
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事業報告附属明細書 
 

 

 

Ⅰ 総務企画部 
 

１ 総務課 
 

２ 財政課 
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１ 総務課 

 

１ 法人の運営 

（１）評議員会の開催（２回） 

第１７６回  令和５年 ６月３０日  春日市 

（定時評議員会） 

第１７７回  令和６年 ３月２７日  春日市 

 

（２）理事会の開催（４回） 

第２８６回  令和５年 ４月 １日  決議の省略 

第２８７回  令和５年 ６月 ９日  春日市 

第２８８回  令和５年 ６月３０日  決議の省略 

第２８９回  令和６年 ３月 ７日  春日市 

 

（３）監事会の開催（１回） 

令和５年 ５月２６日  春日市 

 

（４）評議員選任・解任委員会の開催（２回） 

令和５年 ６月 ９日  決議の省略 

令和６年 ３月１５日  決議の省略 

 

 

２ 常設委員会の運営 

（１）社会福祉基金運営委員会の開催（１回） 

令和６年 ３月 ７日  春日市 

 

（２）社会福祉総合基金運営委員会の開催（１回） 

令和６年 ３月 ７日  春日市 

 

（３）地域福祉基金運営委員会の開催（１回） 

令和６年 ３月 ７日  春日市 

 

 

３ 福岡県社会福祉基金事業 

本基金は、昭和４９年に福岡県から無利子で貸付を受け設置されたものであり、民間社会福祉施

設の環境整備、社会福祉事業従事者の福利厚生や研修の充実を目的として活用されており、本年度

は以下の事業に対する助成を行った。 

※詳細については、「令和５年福岡県社会福祉大会」（Ｐ４７）に掲載 

○福岡県社協会長表彰及び表彰記念品贈呈事業 
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４ 福岡県社会福祉総合基金事業 

本基金は、県内の個人及び団体からの寄付をもとにして、昭和６３年度に設置されたものであり、

本年度は以下の事業に対する助成を行った。 

○交通遺児等への在宅援護活動 

２団体（福岡県交通遺児を支える会、熊本県交通遺児を励ます会） 

 

 

５ 寄附金等による事業 

次の篤志家の方々から、多額の寄附金・寄贈品等をいただいた。 

福岡県民共済生活協同組合、福岡県火災共済協同組合、ゴールドマン・サックス証券株式会社、

福岡トヨペット株式会社、一般社団法人生命保険協会福岡協会・北九州協会、一般財団法人福岡県

職員互助会、西部ガスホールディングス株式会社、コカ・コーラボトラーズジャパン株式会社、九

州納豆組合、公益社団法人福岡県医薬品配置協会、株式会社セブン‐イレブン・ジャパン、株式会

社ツルハホールディングス（株式会社ドラッグイレブン）及びクラシエ株式会社、全国労働者共済

生活協同組合連合会（こくみん共済ｃｏｏｐ福岡推進本部）、公益社団法人生命保険ファイナンシ

ャルアドバイザー協会福岡協会・北九州協会、ライオンズクラブ国際協会３３７－Ａ地区（順不同） 

本会は、寄附者の意向を踏まえ、物品の配分調整等に努めるとともに、浄財については、地域福

祉推進を目的とした事業等に活用した。 

また、「令和５年７月７日からの大雨に係る災害」に際し、門岡正明氏、日本赤十字社福岡県支部、

株式会社オーパーツ、エフコープ生活協同組合、九州アサヒ飲料販売株式会社、ダイドードリンコ

株式会社、株式会社伊藤園、キリンビバレッジ株式会社、コカ・コーラボトラーズジャパン株式会

社、迫田食品株式会社、命の水作戦、ライオンズクラブ国際協会３３７－Ａ地区、コープこうべ災

害緊急支援基金運営委員会、全国社会福祉協議会、兵庫県社会福祉協議会、沖縄県社会福祉協議会、

鹿児島県市町村社会福祉協議会連絡協議会職員御一同（順不同）から多額の支援金・支援物品をい

ただき、被災地の復旧・復興支援に活用した。 

※寄贈品の配分等については、「ふくおか善意銀行の運営」（Ｐ１８）に掲載 

 

 

６ 歳末たすけあい運動による募金配分事業 

年末に実施される標記運動による募金については、次のとおり配分を行った。 

項目 件数 金額 

小規模作業所歳末事業費 ７５件 ２,４００,０００円 

「在宅介護者の会」活動支援金 ３９件 １,９５０,０００円 

児童福祉施設中学校卒業者支援金 ８２件 ２,４６０,０００円 

児童福祉施設高校卒業者等支援金 ７５件 ３,７５０,０００円 

更生保護施設入所者見舞金 １３７件 ４１１,０００円 
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７ 表彰（福岡県社会福祉協議会会長表彰・感謝） 

令和５年１０月２３日、春日市で開催した福岡県社会福祉大会において、次のとおり表彰等を行った。 

対象 人数等 

会長表彰 

社会福祉事業特別功労者 ２０６名 

民生委員・児童委員特別功労者 １９４名 

優良社会福祉事業施設 ２０施設 

優良社会福祉協議会 ３校区・１地区社協 

会長感謝 社会福祉事業協助者 個人２名、２０団体 

（１）表彰審査委員会の開催（１回） 

令和５年 ８月 ３日  春日市 

 

 

８ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格取得を目指すひとり親

家庭の親に対して、その修学を容易にすることにより資格取得を促進するとともに、就職を通じた

自立に向けて意欲的に取り組むひとり親家庭の親に対して、ひとり親家庭の親の自立促進を図るこ

とを目的に高等職業訓練促進資金（入学準備金・就職準備金、住宅支援資金）の貸付を行った。 

区分 貸付決定者数 貸付決定金額 

入学準備金 ５０名 ２４,８５０,０００円 

就職準備金 ４２名 ８,４００,０００円 

住宅支援資金 ６２名 ２６,２９１,０００円 

 

 

９ 広報誌「ふくおかのふくし」の発行 

本会事業の広報及び福祉関連情報の提供を目的として、「ふくおかのふくし」（２０,０００部、 

年４回）を発行し、関係機関・団体（４,４０３か所）に配布した。 

＜掲載内容等＞ 

発行号 発行月 主な内容（特集等） 

１８９ 令和５年 ７月 民生委員・児童委員の活動 

１９０  〃  １０月 令和５年７月豪雨災害被災地レポート 

１９１  〃  １２月 令和５年福岡県社会福祉大会 

１９２ 令和６年 ３月 福祉分野におけるＩＣＴ等の取組 

 

 

10 第３５回全国健康福祉祭愛媛大会(ねんりんピック愛顔のえひめ２０２３)選手派遣事業の実施 

「第３５回全国健康福祉祭愛媛大会」に福岡県選手団を派遣した。 

・派遣人数  福岡県選手団 １２３名 

・大会期間  令和５年１０月２８日～３１日 

・派遣期間  令和５年１０月２７日～３１日 

・結 団 式  令和５年１０月２７日（福岡県庁） 
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11 第２３回福岡県ねんりんスポーツ・文化祭事業の実施 

スポーツ・文化活動を通じて県内の高齢者の健康づくり、生きがいづくり、仲間づくりを支援す

るとともに、高齢者の社会参加を促進し、「はつらつとした高齢社会」を築くことを目的に、第２３

回目となる本年度は、筑豊地域を中心にスポーツ・レクリエーションイベント、文化イベント等を

県内各地で開催した。 

（１）実行委員会の開催（１回） 

令和５年 ６月 ６日  書面審議 

 

（２）運営幹事会の開催（１回） 

令和５年 ６月１６日  春日市 

 

（３）スポーツ交流大会 

１９種目（バウンドテニス、ソフトボール、ダンススポーツ、テニス、バドミントン、

剣道、ウオーキング、グラウンド・ゴルフ、卓球、アーチェリー、弓道、ゴルフ、還暦軟式野球、

ボウリング、ウォークラリー、ゲートボール、ソフトテニス、ソフトバレーボール、太極拳） 

 

（４）文化交流大会 

６種目（民謡、将棋、短歌、囲碁、川柳、俳句） 

 

 

12 その他 

（１）クローバープラザ管理運営連絡調整会議の開催（６回） 

  令和５年 ４月２６日、 ６月２８日、 ８月２３日、１０月２５日、１２月１３日 

  令和６年 ２月２８日 

 

 

２ 財政課 
 

１ 会計及び税務顧問による実務指導 

本会の会計・税務事務の適正な執行を確保するため、会計税務顧問（公認会計士 渡部博事務所

/東京都渋谷区）契約に基づく、実務指導を受けた。 

・令和４年度第３回会計・税務指導  令和５年 ５月１０日～１２日  春日市 

・令和５年度第１回会計・税務指導  令和５年１０月 ４日～ ６日  春日市 

・令和５年度第２回会計・税務指導  令和６年 ３月 ６日～ ８日  春日市 

 

 

２ 適正な法人会計事務のための支援 

（１）市町村社会福祉協議会会計セミナーの開催 

会計は財務情報を第三者に伝えるための手段であり、会計担当者が会計基準に基づき適正な会計

処理を行うための実務的な会計処理とポイントを学ぶことを目的として開催した。 

令和６年 ２月 ２日 春日市 ４２名（３５社協） 
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Ⅱ 地域福祉部 
 

１ 地域・ボランティアセンター 
 

２ 権利擁護センター 
 

３ 災害福祉支援センター 
 

４ 九州中国帰国者支援センター 
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１ 地域・ボランティアセンター 

 

１ 常設委員会の運営 

（１）市町村社協委員会の開催（１回） 

令和５年１１月１０日  春日市 

 

（２）市町村社協委員会専門委員会の開催（２回） 

令和５年１２月 ５日  春日市 

令和６年 ２月２９日  春日市 

 

（３）福岡県ボランティアセンター運営委員会の開催（１回） 

令和６年 ３月２２日  春日市 

 

 

２ 市町村社協の支援 

（１）階層別研修会等の開催 

  ア 市町村社協会長・常務理事・事務局長研修会（１回） 

令和６年 １月２２日  福岡市  ８９名（５０社協） 

  イ 市町村社協事務局長・管理職員研修会（１回） 

令和６年 ３月２１日  春日市  ２０名（１７社協） 

ウ 市町村社協職員研修会（１回） 

令和６年 ３月２６日  福岡市  ３９名（３０社協） 

  エ 生活困窮者支援に関する研修会（２回） 

令和６年 ３月１２日  春日市  ３１名（２１社協） 

令和６年 ３月１８日  苅田町  ２０名（８社協、２団体） 

 

（２）市町村社協との協働による地域共生社会を実現するための地域福祉活動の推進（旧市町村社協モ

デル指定事業） 

市町村社協が地域の福祉課題・生活課題を捉え、地域住民や行政、関係機関等と連携して各地

域における課題解決に向けて取り組むことにより、全ての住民が住み慣れた地域で安心して生き

がいを持って暮らせる共助社会づくりを図るため、テーマに沿って行う取組に助成した。 

ア 地域共生社会づくりのための市町村社協活動支援事業（３社協） 

大牟田市、久留米市、筑後市 

テーマ「地域共生社会の実現に向けた、人と人とのつながりを支援する活動」 

 

（３）個別支援の実施 

ア 各市町村社協の地域福祉活動及び事業調査・訪問等への職員派遣 

イ 各市町村社協の講演会、研修会、委員会等への職員派遣 

ウ ブロック単位の研修会、連絡会議への職員派遣 

 

（４）情報提供等 

ア 市町村社協便覧（５００部）の作成 

イ 社協通信（年８回）の発行 

ウ 民間助成（４６団体）の案内 
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３ ボランティア活動の振興 

（１）福祉教育の推進 

ア 福祉教育セミナー及び市町村社協福祉教育担当者会議（１回） 

令和５年１２月２６日  春日市  ７９名（３２社協） 

イ 福祉教育推進員連絡会議（１回） 

令和６年 ３月２６日  福岡市  １２名（１１社協） 

ウ 福祉教育読本及び福祉教育教材「ともに生きる」の作成・配布 

内容 作成部数 配布部数 活用学校数 

福祉教育読本「ともに生きる」 ８００部 １,１２５部 ２１校 

福祉教育教材「ともに生きる」 ２５,０００部 ２３,０５５部 ３１７校 

 

（２）ふくおか善意銀行の運営 

寄贈者 寄贈品等 受贈・配分先 箇所数 

生命保険協会北九州協会 車輌 １台 県内市町村社協  １ 

生命保険協会福岡協会 車輌 ２台 県内市町村社協 ２ 

ゴールドマン・サックス 

証券株式会社 

野球観戦チケット 

スーパーボックス 
６２室 県内児童養護施設及び 

母子生活支援施設、 

障害者支援施設 

６５ 
野球観戦チケット 

内野席 
８６８席 

福岡県火災共済協同組合 車いす １台 県内高齢者福祉施設 １ 

福岡トヨペット株式会社 車いす ２１台 
県内高齢者福祉施設 

及び障害者支援施設 
２１ 

株式会社ツルハホールディングス

（株式会社ドラッグイレブン）

及びクラシエ株式会社 

車いす １５台 
県内高齢者福祉施設 

及び障害者支援施設 
１５ 

九州納豆組合 納豆 ２,０９１個 県内児童福祉施設 ７３ 

株式会社 

セブン-イレブン・ジャパン 

食品・雑貨 

詰め合わせ箱 
４０４箱 

ふくおかライフレスキュー 

地区連絡会 
１３ 

全国労働者共済生活協同組合連合会 

（こくみん共済coop福岡推進本部） 
米 ２７６袋 

ふくおかライフレスキュー 

地区連絡会 
 ７１ 

公益社団法人 

福岡県医薬品配置協会 
絆創膏 １,０００個 県内児童福祉施設  ３９ 

ライオンズクラブ国際協会 

３３７－Ａ地区 

災害ボランティア

支援資機材 
一式 福岡県社会福祉協議会 － 

 

 

４ 民生委員・児童委員活動の支援 

（１）民生委員児童委員協議会活動の支援 

    福岡県民生委員児童委員協議会の事務局として、民生委員・児童委員の資質向上のための会議・

研修等、その活動を支援した。 

ア 会議の運営 

（ア）正副会長会議              ４回 

（イ）理事会                 ３回 

（ウ）評議員会（書面審議含む）        ３回 

（エ）監事会                 １回 
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（オ）市町村民児協会長会議          １回 

（カ）活動研究委員会             ３回 

（キ）組織委員会               ３回 

（ク）研修企画委員会             ３回 

（ケ）主任児童委員委員会           ３回 

  イ 研修会等の実施 

（ア）民生委員児童委員大学（６日間） 

令和５年 ７月２４日～９月２７日  春日市  １１７名 

（イ）中堅民生委員児童委員研修会（１回） 

令和５年１０月１９日        春日市  １７１名 

（ウ）市町村民児協会長会議・研究協議会（１回） 

令和５年１１月２７日・２８日    朝倉市   ４８名 

（エ）主任児童委員研修会（１回） 

令和５年１２月１２日        春日市  ２３６名 

（オ）福岡県民生委員児童委員大会（１回） 

令和６年 １月２９日        福岡市  ９０７名 

 

（２）民生委員互助共励事業の実施 

    民生委員・児童委員の活動の充実・振興を図るため、互助共励事業の適正な実施に努めた。 

 

 

５ ボランティア活動支援事業の実施 

（１）ふくおか“きずな”フェスティバル事業 

「共に支え合い、共に生きる地域社会の啓発・促進」を基本理念に、子育て支援の輪を広げる

とともに、ボランティアの多分野交流、人材開拓及び活動促進を図り、本県の地域福祉を推進す

ることを目的に、クローバープラザで開催した。 

ア 実行委員会の開催（４回） 

令和５年１０月２６日、１２月１３日 

令和６年 ２月 ８日、 ３月 ５日  ※会場はいずれも春日市 

イ ふくおか“きずな”フェスティバルの開催 

令和６年 ２月１８日  クローバープラザ（春日市） 

（ア）基調講演 

演 題  「ボランティア活動の『いま』と『これから』」 

～コロナ禍を越え「お客様」から「地域の築き手」に！～ 

講 師  早瀬  昇 氏（大阪ボランティア協会 理事長） 

（イ）テーマ別分科会 

・分科会Ⅰ 

テーマ  地域の力×住民の力 ～ボランティア活動から考える地域福祉～ 

コーディネーター 大西  良 氏（筑紫女学園大学人間科学部人間科学科 准教授） 

報告者  松藤 美由紀 氏（奴国の里ふれあい子ども食堂 代表） 

     東峰村買い物支援プロジェクト「とうほう百貨店」 

和田  博 氏（東峰村社会福祉協議会 事務局長） 

     安元 正和 氏（エフコープ生活協同組合経営企画部） 

     高橋 弘展 氏（東峰村元気プロジェクト 監事） 
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・分科会Ⅱ 

テーマ  社会福祉協議会×義足歴３８年の義足レディ 

～いくつになってもチャレンジできる！わたしたちが伝えたい、大切なこと～ 

報告者  櫻 たかこ 氏（夢実現アドバイザー） 

     田之上 亮太 氏（岡垣町社会福祉協議会） 

・分科会Ⅲ 

テーマ  学生×『？』 

 ～学生の地域貢献・ボランティア活動から考える福岡の“ミライ”～ 

コーディネーター 山﨑 安則 氏（筑紫女学園大学人間科学部人間科学科 教授） 

報告者  筑紫女学園大学 社協ゼミ 

九州産業大学 食品開発研究会 

福岡大学 学生チャレンジプロジェクト“みらプロ” 

 

（２）地域ボランティア活動支援のための助成事業 

西部ガスホールディングス株式会社、一般財団法人福岡県職員互助会の協力のもと、県内２３

団体に助成を行った。 

ア 助成事業審査委員会の開催（１回） 

令和５年 ５月２６日  春日市 

イ 決定通知書交付 

令和５年 ６月２６日  春日市 

ウ 助成の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 権利擁護センター 
 

１ 常設委員会の運営 

（１）日常生活自立支援事業契約締結審査会の開催（６回） 

令和５年 ５月３０日、 ８月 ８日、 ９月２６日、１１月２４日 

令和６年 １月３０日、 ３月２２日  ※会場はいずれも春日市 

 

（２）福岡県運営適正化委員会 

ア 運営適正化委員会の開催（１回） 

令和５年 ５月２３日  春日市 

イ 運営監視小委員会の開催（３回） 

令和５年 ５月２３日  春日市 

令和５年１２月１２日  春日市 

令和６年 ３月１３日  春日市 

 

 

助成プログラム 件数 金額 

西部ガス ３件 ９００,０００円 

一般財団法人福岡県職員互助会 １０件 ３,０００,０００円 

社会福祉法人福岡県社会福祉協議会 １０件 ２,９８０,０００円 

合  計 ２３件 ６,８８０,０００円 
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ウ 苦情解決小委員会の開催（１２回） 

令和５年 ４月２５日、 ５月２３日、 ６月２７日、 ７月２５日、 ８月２２日、 

９月１９日、１０月２４日、１１月２８日、１２月１９日 

令和６年 １月２３日、 ２月２７日、 ３月１９日  ※会場はいずれも春日市 

 

（３）第三者評価機関認証委員会の開催（１回） 

令和６年 ２月 ５日  春日市 

 

 

２ 日常生活自立支援事業の普及・推進 

（１）専門員研修会の開催（３回） 

令和５年 ６月１４日  オンライン  ５２名 

令和５年 ７月２６日  春日市    ４２名 

令和６年 ２月２８日  オンライン  ２０名 

 

（２）専門員だよりの発行（２回） 

令和５年 ８月 

令和６年 ２月 

 

（３）生活支援員研修会の開催（２回） 

ア 初任者編 令和５年 ９月１２日  春日市    ３３名 

イ 実践者編 令和５年１１月 ８日  オンライン  ４９名 

 

（４）日常生活自立支援事業 市民生活支援員活用事例集の作成 

本事業等における市民の生活支援員の活用を推進するために、県内の市町村社協へ調査を実施

した。その結果を踏まえて、先駆的に取組みを進めている市町村社協の事例を収集し、市民生活

支援員活用事例集を作成した。 

 

（５）広報・啓発の充実 

ア パンフレットを印刷し、随時市町村社協へ配布した（印刷部数 １,０００部）。 

イ 関係機関・団体、一般県民等を対象とした講座・研修会へ、職員を講師として１１回（受講者

２８７名）派遣した。 

 

（６）契約の状況 

令和６年３月３１日現在の利用者数は、認知症高齢者等４５７名、知的障がい者等２０４名、

精神障がい者等４０７名の合計１,０６８名。内、生活保護受給者６３３名。 

 

 

３ 成年後見制度の利用促進体制整備 

（１）基礎研修会（法人後見未実施社協向け）（１回） 

令和５年 ７月 ７日  オンライン  ４０名 

 

（２）実践研修会（法人後見実施社協向け）（１回） 

令和５年１０月１２日  春日市    ３３名 
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（３）法人後見実施団体連絡会（１回） 

令和６年 ３月 ４日  オンライン  ２５名 

 

（４）市民後見人養成研修会（２回） 

令和５年 ７月１５日～９月１６日（９日間）     オンライン  ２０名 

令和５年１１月４日～令和６年１月２０日（９日間）  オンライン  ２０名 

 

（５）市民後見人フォローアップ研修会（１回） 

令和６年 ２月１４日  対面及びオンライン  対面１０名、オンライン２０名 

 

（６）市町村長申立等研修会（１回） 

令和５年１０月３１日  オンライン ２５０名 

 

（７）福岡県成年後見制度利用促進事業の推進 

ア 市町村への専門職の派遣（２回） 

令和５年 １２月 ７日  添田町 

令和６年  １月３０日  糸島市 

イ 市町村意見交換会の開催（９回） 

令和５年 ７月２４日、 ８月 ２日、２９日、３１日、１１月１４日 

令和６年 １月２４日、２月 ６日、１９日、２１日 

 

（８）社会福祉法人に対する権利擁護研修（１回） 

令和６年 ２月２２日  オンライン  ４５名 

 

（９）関係機関との連携 

福岡家庭裁判所が主催する家事関係機関連絡会議に参加したほか、県、福岡家庭裁判所、福岡

県弁護士会、福岡県司法書士会、福岡県社会福祉士会と積極的に意見交換を行い、成年後見制度

に関する情報収集、共有に努めた。 

 

 

４ 福祉サービス苦情解決事業（福岡県運営適正化委員会）の推進 

（１）広報・啓発の充実 

ポスター（８,０００枚）、チラシ（２０,０００枚）を作成し、関係機関、団体、各事業所等に

配布し、広報・啓発に努めた。 

 

（２）研修会の開催 

ア 福祉サービス苦情解決従事者研修会 

令和６年 ２月１日～１４日  動画配信  ８２７名 

 

（３）苦情への対応 

受付を行った苦情件数は、３８８件（高齢者福祉サービス６１件、障がい者福祉サービス２３７件、

児童福祉サービス６６件、その他のサービス２４件）であり、そのうち、相談者から「苦情申立

書」が提出され、苦情解決小委員会で２４件の審議が行われた。 

なお、事務局においては、過年度からの継続分を含め、延べ７０９件の電話等による苦情相談

に対応し、適切な助言や紹介伝達に努めた。 
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５ 福祉サービス第三者評価事業の推進 

（１）評価調査者養成研修の開催（１回） 

ア 令和５年 ７月１４日～２３日  動画配信 

イ 令和５年 ７月２５日、２６日  春日市  ４名 

 

（２）評価調査者継続研修の開催（１回） 

令和６年 ３月１日～２１日  動画配信  ３１名 

 

（３）公表件数（３１件） 

ア 児童分野 

保育所          １２件 

認定こども園        ３件 

児童養護施設        ７件 

乳児院           ２件 

児童心理治療施設      １件 

母子生活支援施設      ４件 

イ 障がい者・児施設分野 

児童発達支援        １件 

ウ 高齢者等分野 

養護老人ホーム       １件 

 

 

６ 地域密着型サービス外部評価事業の推進 

（１）委員会の運営 

ア 評価審査委員会の開催（１回） 

令和６年 ３月１５日  春日市 

イ 評価審査委員会小委員会の開催（９回） 

令和５年 ７月１９日、 ８月２３日、 ９月２２日、１０月２０日、１１月２９日、 

１２月２６日 

令和６年 １月２６日、 ２月１６日、 ３月１５日  ※会場はいずれも春日市 

 

（２）評価業務の実施 

県内の認知症対応型共同生活介護７２事業所の外部評価を実施した。 

 

 

３ 災害福祉支援センター 
 

１ 市町村社会福祉協議会の支援 

（１）災害ボランティアセンター運営支援事業 

ア 全体研修 

令和５年 ６月２０日  春日市  ５２名 （別途動画配信） 

イ 実地訓練（４地区） 

令和５年 ６月 ４日  大牟田市（南筑後地区） ５１名 

令和５年 ９月 ２日  宗像市（宗像地区）   ６９名 

令和５年１２月２３日  春日市（筑紫地区）  １０２名 
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令和６年 ３月 ３日  筑後市（中筑後地区）  ６４名 

ウ 個別訓練 

令和５年 ５月１２日  糸島市社会福祉協議会 

令和５年 ６月１８日  田川地区社会福祉協議会 

令和５年 ６月２１日  大刀洗町社会福祉協議会 

令和５年 ７月１６日  粕屋町社会福祉協議会 

令和５年１０月１５日  那珂川市社会福祉協議会 

令和５年１１月２２日  宮若市社会福祉協議会 

令和５年１１月２５日  中遠地区社会福祉協議会 

令和５年１２月 １日  福岡市社会福祉協議会 

令和６年 １月１３日  久山町社会福祉協議会 

令和６年 ２月 ３日  両筑地区社会福祉協議会 

令和６年 ２月１０日  朝倉市社会福祉協議会 

令和６年 ３月１０日  粕屋地区社会福祉協議会 

令和６年 ３月１６日  福智町社会福祉協議会 

エ 災害ボランティアセンター運営システムの研修・訓練 

令和５年１１月２５日  大野城市防災訓練 

令和６年 ２月２９日  筑紫地区社会福祉協議会 

令和６年 ３月２７日  糸島市社会福祉協議会 

 

（２）福岡県総合防災訓練における災害ボランティアセンター設置運営訓練への参画 

令和５年 ５月２８日  朝倉市、筑前町 

 

 

２ 社会福祉法人・施設との連携 

（１）福岡県災害福祉支援ネットワーク協議会の開催（１回） 

令和５年 ７月 ６日  オンライン 

構成団体は種別協議会１１団体、福祉関係職能団体９団体、福岡県、本会の計２２団体 

 

（２）福岡県災害福祉支援委員会の開催（３回） 

令和５年 ４月２８日  春日市 

令和５年 ９月２９日  春日市 

令和６年 ３月２８日  春日市 

 

（３）福岡県災害派遣福祉チーム（福岡ＤＷＡＴ）員養成研修の開催（１回） 

令和５年１２月１６日  福岡市  ２２名 （別途動画配信） 

 

（４）福岡県災害派遣福祉チーム員フォローアップ研修の開催（２回） 

令和５年 ９月２６日  福岡市   ４名 

令和５年 ９月２７日  福岡市  １９名 

 

（５）福岡県災害派遣福祉チーム先遣チーム養成のための勉強会の開催（２回） 

令和５年 ６月１３日、１２月１４日  オンライン 

 

（６）福岡県災害派遣福祉チームの組成 

ア ネットワーク協議会に参画する各団体長あてチーム員の推薦依頼を２回行い、通年募集で広く

登録者を募った。 
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イ チーム員登録状況（令和６年３月３１日現在） 

３１８名（令和５年度新規登録者 ６７名） 

 

（７）チームに対する模擬訓練の実施（１回） 

実際の派遣調整を想定して、登録アドレスあてに派遣調整メールを送信する模擬訓練と併せて

回答状況の調査を実施した。 

 

（８）福岡県総合防災訓練における避難所設置運営訓練への参画 

令和５年 ５月２８日  朝倉市、筑前町 

 

（９）事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援研修の開催（２回） 

    Ａ日程 令和５年１２月６日、令和６年２月２１日  ３５法人 

    Ｂ日程 令和５年１２月７日、令和６年２月２２日  ２９法人 

※法人単位の受講とし、オンラインで実施。参加法人・事業所限定動画配信 

 

（10）各地区の社会福祉法人連絡会等との連携強化 

各地区社会福祉法人連絡会や職能団体等に職員を派遣して、福岡県災害派遣福祉チームに関す

ることや活動内容等の周知及び登録推進に努めた。 

ア 各地区の社会福祉法人連絡会 

１１箇所（太宰府市、新宮町、福智町等） 

イ 各職能団体 

２団体（社会福祉士会、介護福祉士会） 

ウ 各種別協議会 

１団体（社会福祉法人経営青年会） 

 

 

３ 情報提供 

（１）災害救援情報の発行        １５回 

（２）ＤＷＡＴタイムズの発行      ２３回 

（３）本会ホームページによる情報発信  随時 

 

 

４ 九州中国帰国者支援センター 

 

１ 日本語学習支援事業 

先の大戦の影響で、中国残留を余儀なくされた邦人やその家族で、その後日本に帰国した方々で

ある中国帰国者に対して、できるだけ円滑に日本社会に適応していただけるよう学習の進度別・目

的別に日本語学習支援及びパソコン習得支援に取り組んだ。 

（１）日本語学習の実施 

ア 生活場面日本語 医療       １６回 １６３名 

イ 生活場面日本語 介護       １６回  ５１名 

ウ 歌で覚える日本語コース     ２８回 ２３４名 

エ 日本語①基礎 文法・文型コース  ２８回 １２６名 

オ 日本語②基礎 文法・文型コース  １３回  ６２名 

カ 日本語③基礎 文法・文型コース  ２９回 ２２１名 
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キ 日本語④基礎 文法・文型コース  １６回  ７２名 

ク ことばと表現Ⅱ         ２９回 ３２８名 

ケ ことばと表現Ⅲ         ２９回 １８４名 

コ 漢字入門コース         １５回  ５１名 

サ 日本語入門（Ａ１）       ２９回 ２２５名 

シ 日本語入門（Ａ２）       ２８回 ２２０名 

ス 日本語入門（Ａ３）       ２９回 １５１名 

セ 日本語中級コース        ２３回  ８１名 

ソ 応用パソコンコース       ２９回  ８８名 

タ エクセル入門          ２８回 １２６名 

チ スマホ入門コース        ５８回 ２４６名 

ツ 趣味のパソコン         ２８回 １２２名 

テ 医療・介護           １３回 ２２０名 

ト 遠隔学習課程（スクーリング）  ６コース（延べ９３名） 

 

 

２ 生活相談事業 

相談員（通訳）を２名配置し、中国帰国者の日常生活上の相談に対応し、専門機関を紹介する

等の情報提供を行った。 

    延べ相談件数 ５３０件 

 

 

３ 地域支援事業 

九州ブロック圏内の自治体担当職員及び支援・相談員等を対象に、連絡会及びボランティア団体、

中国帰国者、支援者等を対象とした研修会を開催したほか、自治体が実施する日本語教室等の支援

を行った。 

（１）医療通訳研修会（１回） 

令和５年 ６月 １日・２日  福岡市  ２２名 

 

（２）九州ブロック中国帰国者支援機関連絡会（１回） 

令和５年 ７月 ５日     春日市  ３６名 

 

（３）中国帰国者支援のためのボランティア研修会「まなびや」（１回） 

令和５年１２月１６日     大分市  ２０名 

 

 

４ 交流事業 

中国帰国者同士や地域の方々との交流の場として交流講座等を実施した。また、九州圏内におい

て、県単位の交流会を開催した。 

（１）交流講座（通所課程） 

ア 日本語サロン              ６回 １０２名 

イ ボランティアさんと楽しむ脳トレ教室   ７回  ７１名 

ウ 健康教室               ２４回 １３２名 

エ 太極拳教室              ２６回 １８１名 

オ 社交ダンス教室            ２３回 １１７名 
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カ 創作教室                ５回  ７９名 

キ 中国サロン              ２８回 ５４８名 

ク マジック講座              ６回  ６１名 

ケ 墨彩画教室              ３９回 ２５３名 

 

（２）その他の交流事業 

ア 大分県ヤンガー教室 

令和５年 ６月１９日、７月１９日・２３日、１０月１５日  大分市  １２名 

イ 宮﨑県中国帰国者交流会 

令和５年 ７月 ９日     宮﨑市          １５名 

ウ 浴衣着付け教室 

令和５年 ８月１日・１７日  春日市          ３５名 

エ 筑後地区中国帰国者交流会 

令和５年 ７月２９日     うきは市         ４３名 

オ 福岡県佐賀県大分県熊本県中国帰国者交流会 

令和５年１１月 ４日     八女市          ５８名 

カ 北九州市中国帰国者職業講話・交流会 

令和５年１１月２５日     北九州市         ４３名 

キ 鹿児島県奄美地区交流会・工場見学 

令和６年 １月３０日     鹿児島県大島郡、奄美市  １０名 

ク 福岡県佐賀県長崎県中国帰国者発表交流会 

令和６年 ３月 １日     春日市・太宰府市    １２６名 

 

 

５ 普及啓発事業 

（１）啓発用ＤＶＤ及び展示用パネルの活用 

本会主催の会議や研修事業等において、啓発用ＤＶＤ及び展示用パネルを活用した。 

 

（２）中国帰国者支援のためのボランティア研修会「まなびや」【再掲】 

九州ブロック圏内において、ボランティア団体、中国帰国者、支援者等を対象とした研修会を

開催し、啓発に努めた。 

令和５年１２月１６日     大分市   ２０名 

 

（３）中国帰国者作品展 

    令和５年１０月９日～２４日  福岡市  ３５８名 

 

（４）令和５年度シベリア抑留の労苦と中国帰国者の体験を語り継ぐ集い 

    令和５年 ６月２８日     福岡市   ５３名 

 

 

６ 介護支援事業 

中国帰国者が安心して介護サービスを利用できるよう中国語による語りかけを行う「語りかけボ

ランティア事業」の拡大・推進のため、ボランティアの募集や研修会等を実施した。 

（１）語りかけボランティアの状況 

  ア 登録人数   １２１名 

  イ 利用申込者数  １４名 
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  ウ 派遣者数     ９名 

  エ 派遣実績     ９施設７３回 

 

（２）語りかけボランティア養成研修会の開催（３回） 

  ア うきは市語りかけボランティア養成研修会 

令和５年 ７月２９日  うきは市  ４３名 

イ 熊本県語りかけフォローアップ研修会 

令和５年１０月 ３日  熊本市   ４１名 

ウ 大分県語りかけボランティア養成研修会 

令和５年１２月１６日  大分市   ２０名 

 

 

７ ふれ愛電話事業 

相談員（通訳）を２名配置し、中国帰国者のうち希望する方を対象に、電話や訪問により近況を

尋ねるなど話し相手になることで、社会から孤立することのないよう支援する取組を実施した。 

    延べ相談件数 ６９２件 
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Ⅲ 生活支援部 
 

１ 生活福祉資金課 
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１ 生活福祉資金課 
 

１ 常設委員会の運営 

（１）生活福祉資金運営委員会の開催（２回） 

令和５年１０月１８日  春日市 

令和６年 ２月２８日  春日市 

 

（２）生活福祉資金運営委員会専門部会の開催（４回） 

令和５年 ７月 ４日  春日市 

令和５年 ８月     書面審議 

令和５年１２月     書面審議 

令和６年 ２月２８日  春日市 

 

 

２ 生活福祉資金貸付事業の推進 

（１）適正な貸付審査と迅速な資金貸付 

低所得者、障がい者及び高齢者等に対し、その生活の安定を図るため、迅速な資金貸付に努め

るとともに、申込内容を精査し、状況に応じて現地調査を実施する等、適正な貸付審査を実施し

た。 

また、生活困窮者自立支援制度の自立相談支援事業者や家計改善支援事業者、福祉事務所、ハ

ローワーク等と連携して、より効果的な貸付を行った。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた生活福祉資金特例貸付（緊急小口資金・総合支援資

金）後の支援の実施 

令和４年９月末をもって借入申込の受付を終了した新型コロナ特例貸付（緊急小口資金・総合

支援資金）については、令和５年１月から償還（総合支援資金延長貸付・再貸付を除く）が始ま

っており、昨年度から３年にわたり段階的に行われている住民税非課税世帯に対する償還免除

手続きや償還困難者に対する償還猶予と少額返済の対応について、国の方針に基づき適切に対応

し、生活困窮世帯の支援に取り組んだ。 

コロナ禍以前から最低生活水準であったり、元の収入状況に戻らない世帯からの相談も多く、

特に生活にひっ迫し、支援の緊急性が高いと判断される世帯等については、生活困窮者自立支援

制度による自立相談支援事業及び家計改善支援事業と密接な連携を図り、両制度がより効果的、

効率的に機能するよう努めた。 

また、国から交付された債権管理事務費を活用し、生活困窮者等困りごとを抱えた相談者の

より身近な地域で、相談支援を実施できるよう市町村社協の体制強化を行い、生活状況の把握や

関係機関等につなぐ等支援の連携に努めた。 

 

＜新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付決定状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  資金種類 件数 金額 

総合支援資金 

初回貸付 ７７,５９９件 ４０,２１７,６８９,０００円 

延長貸付 ２４,２３５件 １２,５９３,１８８,０００円 

再貸付 ２４,１１９件 １２,８０５,２９８,０００円 

緊急小口資金 １０１,４５０件 １７,９３９,３７５,０００円 
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＜特例貸付の償還免除（判定年度非課税世帯）＞ 

総合支援資金   ３８,９４２件   ２０,８８６,０８９,４０６円 

緊急小口資金   ３７,８３３件    ６,８７６,９９３,０３０円 

 

（３）生活福祉資金事務説明会及び担当職員研修会の開催 

市町村社協生活福祉資金事務担当者の制度理解、技術向上のため開催した。 

ア 生活福祉資金事務説明会（２回） 

令和５年 ５月３１日  春日市  ９２名（５６社協） 

令和５年 ９月     動画配信 

イ 社協職員のための生活困窮者支援に活かす社会調査研修 

令和５年 ９月 ７日  春日市  ５９名（４１社協） 

 

 

３ 本則の貸付決定・償還状況 

資金種類 貸付決定状況 償還状況 

総 合 支 援 資 金 

件数 １８件 計画額 ６,６８６,０９５円 

金額 ７,４２０,０００円 
償還額 ３,５８２,７５５円 

償還率 ５３.６％ 

福 祉 資 金 
（福 祉 費） 

件数 ２７０件 計画額 ６２,８５２,３２４円 

金額 ５２,９１７,０００円 
償還額 ４７,６２６,２０２円 

償還率 ７５.８％ 

福 祉 資 金 
（緊急小口資金） 

件数 ５６０件 計画額 ２８,５６６,３５４円 

金額 ４３,２８３,０００円 
償還額 ２３,３６９,６２４円 

償還率 ８１.８％ 

教 育 支 援 資 金 

件数 １,３３６件 計画額 ４１８,１０３,２８６円 

金額 ５３１,４６８,０００円 
償還額 ２７４,０７８,９７９円 

償還率 ６５.６％ 

不 動 産 担 保 型 

生 活 資 金 

件数 ４件 件数 ６件 

金額 ５６,６３０,０００円 償還額 ５６,９０１,７０８円 

要保護世帯向け 

不 動 産 担 保 型 

生 活 資 金 

件数 ５件 件数 ９件 

金額 ５５,４５８,０００円 償還額 ５１,９５４,６００円 

 

  

- 32 -



 

 

 

 

 
 

 

 

Ⅳ 施設・人材・研修部 
 

１ 施設課 
 

２ 福祉人材センター 
 

３ 福祉・介護研修センター 
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１ 施設課 

 

１ 社会福祉法人・施設経営等に関する支援 

（１）ふくおかライフレスキュー事業の推進 

ア 運営委員会の開催（２回） 

イ 主任サポーター会議の開催（２回） 

ウ サポーター養成研修の実施（１回 集合及び動画配信） 

エ フォローアップ研修の実施（１回） 

オ セブン-イレブン・ジャパンからの商品寄贈に伴う協力 

（ア）店舗閉店・改装時商品寄贈 １３回（食品４００箱、雑貨２０７箱） 

  カ 全国労働者共済生活協同組合連合会（こくみん共済 coop福岡推進本部） 

    米 ２７６袋（１袋５Ｋｇ） 

キ 地区連絡会の支援（６回） 

ク ふくおかライフレスキューＮＥＷＳの発行（４回） 

  （ア）ライフレスキュー事業の現況（令和６年３月３１日現在） 

  ａ 参加法人・事業所 

２６６法人４０７事業所 

  ｂ 地区連絡会 

７２市区町村のうち４１市区町で発足済 

  ｃ サポーター養成 

研修修了者 ７６１名 

（イ）ライフレスキュー事業の実績 

  ａ 支援実績（令和５年度） 

      ７９件（うち、現物給付：６２件 ２,７７６,８３１円） 

 

（２）小規模法人のネットワーク化による協働の推進 

国の補助を受け、以下の町に、複数の法人等が参画する「法人間連携プラットフォーム」を設

置し、地域課題に関する討議を行った。 

水巻町（６団体） 

 

（３）社会福祉法人トップセミナーの開催 

令和６年 ２月 ５日  福岡市  １２３名 

 

（４）社会福祉施設職員等退職手当共済制度の推進 

民間社会福祉施設で働く職員の退職金制度「社会福祉施設職員等退職手当共済制度」（独立行政

法人福祉医療機構）の推進に努めた。 

ア 加入の状況（令和５年４月１日現在） 

契約法人数      １,０３９法人 

契約施設数      ３,２０３施設 

被共済職員数    ４５,０７７名 

イ 令和５年度の状況 

     退職届受理件数    ４,５９７件 

     退職金請求件数    ４,３６２件 
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２ 社会福祉施設種別協議会等活動の支援 

（１）福岡県乳児院協議会（６施設） 

ア 委員会の開催（４回） 

研修会の企画等について協議を行った。 

イ 主任等会議勉強会の開催 

主任等会議勉強会（２回）、専門職対象勉強会（１回） 

ウ 研修会の開催（１回） 

「命を守り、生きるために～未来へつなぐ支援を～」  ４２名 

 

（２）福岡県児童養護施設協議会（２１施設） 

ア 委員会・部会の開催（４５回、集合またはオンライン） 

「研修会の企画」、「調査研究の内容」等について協議を行った。 

イ 研修会の開催（２回） 

第１回「子どもアドボカシーと社会的養護」          ３９名 

第２回「子どもアドボカシーと社会的養護、発表、意見交換」  ７０名 

ウ スポーツ交流事業の開催 

（ア）野球交流大会      令和５年 ９月１８日・２３日  １１施設 

（イ）バレーボール交流大会  令和５年１０月 ８日・９日    ９施設 

 

（３）福岡県母子生活支援施設協議会（１２施設） 

ア 委員会の開催（５回、集合またはオンライン） 

研修企画、事業の広報、地域支援等について協議を行った。 

イ 研修会の開催（１回） 

「母子生活支援施設の職員としての専門性を高める 

～基礎を学び、日ごろの支援をふりかえり、原点に立ち返る～」  ２２名 

 

（４）福岡県身体障害者施設協議会（５７施設） 

ア 委員会の開催（４回） 

研修企画等について協議を行った。 

イ 研修会の開催（２回） 

権利擁護研修             ２９名 

「福祉組織のＤＸへの取組について」  ３９名 

 

（５）福岡県知的障がい者福祉協会（２６２施設・事業所） 

ア 部会・委員会の開催（２８回） 

研修会、スポーツ・文化交流事業の企画運営、各部会活動等について協議を行った。 

イ 研修会の開催（４回） 

施設長研修会（２回）・新任職員研修・権利擁護研修  ３７５名 

ウ スポーツ・文化交流事業の開催 

（ア）親善球技大会（ソフトボール、ティーボール、グラウンドゴルフ）２２施設 

（イ）障害者週間啓発用ポスターデザインコンテスト         １６施設、８２作品 

（ウ）ハロウィンパーティ                     １６施設、３２６名 

エ 広報誌の発行（１回） 

 

（６）福岡県老人福祉施設協議会（６８１施設・事業所） 

ア 委員会・部会の開催（７７回） 

各部会における各種別の具体的課題への対応策等の協議・研究・実践を行った。 
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イ 研修会の開催（２３回） 

キャリアアップ研修（１０回）、シンポジウム、職種別研修（３回）、各部会セミナー等 

ウ ｅ—ラーニング研修動画の作製（８テーマ、２０本） 

介護現場においてチームリーダー業務に従事する介護職員に対し、コミュニケーションスキ

ルについて学びの機会を提供し、資質向上と介護人材の定着を図ることを目的に研修動画を作

製し、ホームページで配信した。 

 

（７）福岡県婦人保護・救護施設協議会（８施設） 

ア 職員研修会の開催（２回） 

「福祉施設における虐待防止への取組」  ２８名 

施設長・管理監督者等研修会       １０名 

 

（８）福岡県社会就労センター協議会（９８施設） 

  ア 調査･研究･研修委員会の開催（４回） 

研修会の企画等について協議を行った。 

イ 職員研修会の開催（４回） 

施設長・職員研修会（２回）、先進施設視察研修（滋賀県）、職員研修会  １５２名 

 

（９）福岡県保育協議会（１,０３３施設） 

ア 各保育（所）協会との連携 

県・両政令市保育（所）協会との連携、情報交換等に努めた。 

 

（10）福岡県社会福祉法人経営者協議会（２９９法人） 

ア 委員会等の開催（１９回） 

総務委員会、制度・政策委員会、研修委員会、災害対応検討委員会において、種別の枠を

超えた社会福祉法人全体に関する課題を集約し、諸課題に関する協議を行った。 

イ セミナーの開催（５回） 

セミナー（４回）、会計・財務（１回）  ６７９名 

ウ 福岡県との意見交換会の開催（１回） 

社会福祉法人全体の取組や各種別協議会の活動等について理解いただくため、各種別協議

会と県担当部局との意見交換会を開催した。 

各種別協議会代表者  ３８名 

 

（11）福岡県社会福祉法人経営青年会（６６名） 

ア 委員会等の開催（１４回） 

災害対応検討委員会、組織・人材マネジメント委員会、事業運営マネジメント委員会、権

利擁護委員会に全会員が所属し、青年会活動について協議を行った。 

イ 研修会の開催（３回） 

育成塾  ９５名 

 

（12）福岡県里親会（１０９世帯） 

ア 研修会の開催（２回） 

「スマホやゲーム、SNSが子どもに与える影響や付き合い方」  ３２名 

「里親を取り巻く国や福岡県の現状と今後の展望」       ４３名 

 

（13）各種情報収集と会員施設への提供 

社会福祉諸制度改革、政府予算等に関する情報収集を行い、会員施設への迅速な情報提供に努めた。 
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３ 自立支援資金貸付事業 

児童養護施設等退所者で就職や進学をした者のうち、住居や生活費等安定した生活基盤の確保が

困難な状況にある者又はそれが見込まれる者に対して、安定した生活基盤を築き、円滑な自立を支

援することを目的に家賃相当額や生活費の貸付を行った。 

また、児童養護施設等に入所中の者に対して、就職に必要な各種資格を取得するために必要とな

る費用の貸付を行った。 

区分 貸付者数 貸付金額 

生活支援費（進学者） ３３名 １９,０００,０００円 

家賃支援費（進学者） ３３名 １１,４３０,０００円 

〃  （就職者） ７名 ２,１３２,３５２円 

資格取得費 １３名 ２,８２５,６３０円 

 

 

２ 福祉人材センター 
 

１ 常設委員会の運営 

（１）福祉人材センター運営委員会の開催（１回） 

令和６年 ３月１５日  春日市 

 

 

２ 人材情報事業 

（１）福祉人材開発事業 

福祉の仕事を希望する人に社会福祉施設等への就職の援助を行い、福祉人材の確保を図ること

を目的として開催した。 

ア 福祉のしごと就職フェア 

 令和５年 ８月 ５日  春日市  ２２９名（求人 １,４２０名、１４０法人） 

イ 福祉のしごと就職フェア in筑後・筑豊・京築・北九州の実施 

 開催日/会場 
求人 参加者（名） 

法人数 求人数（名） 一般 学生 計 

筑豊 
令和５年 ８月２５日 

コスモスコモン 
２１ １３３ ５ １ ６ 

北九州 
令和５年 ９月 ９日 

ウェルとばた 
３５ ２３６ １８ ５ ２３ 

筑後 
令和５年 ９月３０日 

久留米シティプラザ 
２０ ２６７ ９ ９ １８ 

京築 
令和５年１０月２９日 

ウィズゆくはし 
１０ ３８ １６ ０ １６ 

ウ 学生のための福祉の就活フェスタ 

【第１回】５月２８日(日) 

法人数：４０法人 

参加者：２６７名（うち当該年度卒業予定者：１４７名） 
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【第２回】３月７日(木) 

法人数：４０法人 

参加者：１７３名（うち次年度末卒業予定者：１６７名） 

 

（２）広報啓発事業 

  ア 福祉の仕事の魅力を伝えるための大学訪問 

種別協議会と連携し、県内の社会福祉学科を有する４年制大学（一部）を訪問し、児童・障

がい・高齢・社協分野のそれぞれの現場職員から福祉の仕事の魅力について学生に直接説明を

行った。 

 

（３）福祉人材バンク事業（県センター及び３地区バンク） 

  ア 福祉人材無料職業紹介事業 

  （ア）新規求人件数   ３,１６９件 

  （イ）新規求人数    ６,２９７名 

  （ウ）新規求職者数    ５１３名 

  （エ）就職者数      １３６名 ※就職フェア、就活フェスタ分含む 

  イ 求人求職等相談・情報提供件数  ５,９３４件 

 

（４）福祉・介護人材確保、相談事業 

  ア ハローワーク等出張相談事業の実施 

     県内１か所のハローワーク及びウェルとばたに相談員を派遣して、福祉の職場への就職希望

者等に対し、福祉・介護の仕事内容を説明するとともに、福祉の資格の取得方法等について個

別相談を行った。 

     出張相談日数  ３２日間  相談者総数  ８１名 

  イ 求人事業所に関する情報収集の実施 

     求人募集のある施設・事業所を相談員が訪問し、施設・事業所が求める人材像の把握や雇用

体制、求人状況などを聞き取り、日頃の人材確保に関する相談などに応じるとともに、求職者

へ情報提供し、就労支援を行った。 

     出張相談日数  ８１日間  訪問施設・事業所数  ９１か所 

  ウ 福祉・介護の職場体験事業の実施 

     福祉・介護の仕事に関心がある方や、これから福祉・介護の職場で働いてみたいと考えてい

る方等を対象に、福祉・介護の職場を体験学習する機会を提供した。 

     ２９名  延べ４７日（対象 延べ３２施設・事業所） 

  エ 離職した介護福祉士等届出制度の実施 

     社会福祉法改正に伴い、平成２９年４月１日から離職介護福祉士等届出制度について、福祉

のお仕事サイトによる届出受付を開始した。 

     離職介護福祉士等届出登録者 １,３６１名（令和６年３月３１日現在） 

オ 介護人材養成・就職支援事業の実施 

     介護従事者の確保に向け、就職支援専門員によるきめ細やかな就職支援、介護未経験者に対

する研修（※福岡県介護に関する入門的研修）、離職した介護福祉士の届出制度を活用した再就

職促進等を実施した。 

     就職支援状況  求人・求職相談件数  ８６９件 

             就職件数       １０３件 

※福岡県介護に関する入門的研修 

これまで介護と関わりがなかった方など、介護未経験者が介護に関する基本的な知識を身

につけるとともに、介護の業務に携わる上で知っておくべき基本的な技術を学ぶことを目的

に実施した。 
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【基礎・入門講座】 

開催地区 研修日数 実施時期 受講者数(名) 

ア 福岡地区     

・福岡市 １日程 ５日 ８月～１１月 ９１ 

・宗像市 １日程 ５日 ９月～１０月 ４２ 

・春日市 ３日程 １５日 ７月～ ２月 １２０ 

イ 北九州地区     

・北九州市 ２日程 １０日 ８月～２月 ８６ 

ウ 筑後地区     

・久留米市 ２日程 ５日 １０月～１月 ８４ 

エ 筑豊地区     

・中間市 １日程 ５日 ９月～１０月 ４６ 

・飯塚市 １日程 ５日 １１月 ４１ 

カ 潜在介護福祉士向け就労支援セミナーの開催 

潜在的介護人材（介護福祉士、初任者・実務者研修修了者等）に対し、介護分野への就業促

進を図るとともに再就職の機会を提供することを目的に県内２地区でセミナーを開催した。 

令和５年１２月 ７日  福岡地区  １３名 

令和５年１２月１３日  北九州地区  ９名 

 

 

３ 福祉教育の推進 

（１）福岡県介護等体験事業における社会福祉施設受入調整事業の実施 

    小・中学校の教員普通免許状を取得しようとする者（学生）を対象に、県内２００か所の社

会福祉施設の協力のもと、７０施設に一人当たり５日間の介護等体験事業の受入調整を行っ

た。 

１８大学・短大  １８２名 

 

（２）福祉教育用教材の貸出し 

  ア 高齢者擬似体験セット 

  イ 車いす 

  ウ ボランティア関係図書・ビデオ 

 

 

４ 福祉情報センター事業 

（１）委員会の運営 

ア 専門委員会の開催（４回） 

令和５年 ５月１１日  春日市 

令和５年１０月 ３日  春日市 

令和５年１１月２８日  春日市 

令和６年 ２月 ７日  春日市 
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（２）定期刊行物・福祉関係図書等による情報提供 

    図書          １９,０７０冊 

    ビデオ・ＤＶＤ      １,５４２本 

    雑誌           ４,５４３誌 

    定期刊行物           ２９種類（２８８冊） 

    寄贈刊行物            ５種類（２０冊） 

    機関紙・広報誌         ７１種類（３１９部） 

    情報システムのデータ  ２３,２５１件 （クローバーネット） 

    ポスター・チラシの掲示    １６０種類（９８２部） 

 

（３）福祉関係図書・ビデオ・雑誌の貸出し 

    ７７１件 

 

（４）情報誌｢障がい者福祉情報｣の発行 

    発行回数  年３回 

    発行部数  ４,５００部、点字版１２部（１回あたり） 

 

（５）情報の収集・管理・提供 

    障害者の福祉に関する情報収集に努め、講座、講演会の開催案内等、関係団体からの情報を随

時ホームページに掲載した。 

    情報提供件数  １３７件 

 

 

５ 福利厚生事業の充実強化 

福利厚生センターへの加入促進及び福利厚生事業の推進を図り、民間社会福祉施設職員の福利厚

生に努めた。 

（１）加入事業所        ３２３事業所 

（２）会員数        ７,７０８名 

（３）福岡県会員交流事業     ３２事業 ３０,１７１名参加 

 

 

６ 介護福祉士修学資金等貸付事業 

将来福岡県内において介護業務等に従事しようとする修学生に対し、修学資金の貸付を行った。 

また、福岡県内で介護職員として再就職する者のほか、福祉系高校に在学し介護福祉士として介

護業務に従事しようとする学生に対する福祉系高校修学資金、他業種から介護職、障がい福祉職員

等の未経験者が、介護分野・障がい福祉分野において初めて介護職員として従事する者に対する就

職準備金の貸付を行った。 

貸付事業区分 貸付決定者数 貸付決定金額 

介護福祉士修学資金 １５２名 ２４５,６９７,０００円 

社会福祉士修学資金 ２７名 ２７,６３６,０００円 

介護福祉士実務者研修受講資金 １２４名 ２３,２６６,３４０円 

福祉系高校修学資金 １４名 ４,６８８,０００円 

離職した介護人材の再就職準備金 ３７名 １４,５５０,０００円 

介護分野就職支援金 ７２名 １４,２００,０００円 

障がい福祉分野就職支援金 ２１名 ４,２００,０００円 
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７ 保育士修学資金貸付事業 

県内の指定保育士養成施設に在学する者で、将来福岡県内において保育業務に従事しようとする

者に対し、修学資金の貸付を行った。 

   区分 貸付決定者数 貸付決定金額 

指定保育士養成施設 ２５７名 ３４０,６７７,７０８円 

 

 

８ 保育士就職支援資金貸付事業 

（１）保育補助者雇上費貸付 

地域の保育人材の確保のため、保育士の補助を行う保育補助者（保育士資格不要）の雇上げを

行う施設又は事業者に対し、雇用に必要な資金の貸付を行った。 

 

（２）未就学児を持つ保育士に対する保育料の一部貸付 

県内の保育施設に新たに勤務する未就学児を持つ保育士に対し、保育料の一部の貸付を行った。 

 

（３）就職準備金貸付 

潜在保育士（保育士資格を有するが、保育士として勤務していない者）の就職に必要な資金の

貸付を行った。 

貸付名称 貸付決定者数 貸付決定金額 

保育補助者雇上費貸付 ３施設 １９,２７７,０００円 

未就学児を持つ保育士に対する保育料の一部貸付 ７８名 １８,０３５,２３６円 

就職準備金貸付 ２３名 ５,９１２,２５５円 

 

 

３ 福祉・介護研修センター 
 

１ 常設委員会の運営 

（１）福祉人材センター研修事業運営委員会の開催（１回） 

令和６年 ３月１５日  春日市 

 

（２）介護実習・普及センター運営委員会の開催（１回） 

    令和６年 ３月１５日  春日市 

 

 

２ 福祉人材養成研修事業の実施状況 

総計：研修事業数 ４５研修 

研修日数  ９５日程 ２９２日 

受講者数  ７,６８７名 
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（１）階層別研修 

研修名 研修日数 実施時期 受講者数(名) 

ア 社会福祉施設役職員研修     

・新任職員研修 ４日程 ８日 ５月 ３６８ 

・中堅職員研修 ３日程 ６日 ６月 ３０８ 

イ 福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程     

・初任者コース ２日程 ４日 １０月、１１月 ６５ 

・中堅職員コース ２日程 ４日 １０月 ８０ 

・チームリーダーコース ２日程 ４日 ８月 １１０ 

・管理職員コース ２日程 ４日 ８月 ５７ 

ウ ストレスマネジメント研修     

・中堅職員コース ２日程 ２日 ７月 １２６ 

・管理職員コース １日程 １日 ７月 ５３ 

エ リスクマネジメント研修     

・指導者・管理職員コース ２日程 ４日 １０月、１１月 １０６ 

・経営管理者コース １日程 １日 １０月 ３８ 

オ アンガーマネジメント研修 ２日程 ２日 １２月 ２０５ 

カ ティーチング研修 ２日程 ２日 １０月 １４２ 

キ コーチング研修 ２日程 ４日 ９月、１０月 １２６ 

ク 労務管理研修 １日程 １日 １１月 ９６ 

ケ 社会福祉法人監事及び会計責任者研修 １日程 １日 １月 ６２ 

コ 業務目標の設定・管理・達成研修 ２日程 ２日 ３月 ８９ 

サ 利用者・家族とのコミュニケーション力向上研修 ２日程 ２日 １１月 ２０６ 

シ はじめて福祉分野で働く人のための入門研修 １日程 １日 ８月 ５７ 

ス 接遇マナー向上研修 ２日程 ２日 １月、２月 ２０４ 

セ 説明力向上研修 ２日程 ２日 ２月 １８８ 

ソ 「報・連・相」強化研修 ２日程 ２日 １１月 １２０ 

タ 業務改善研修 ２日程 ２日 ２月 ９９ 

階層別研修 計２２ ４２日程 ６２日 － ２,７６９ 

 

（２）専門研修 

研修名 研修日数 実施時期 受講者数(名) 

ア ケアマネジャーのためのファシリテーション研修 １日程 １日 １１月 ３９ 

イ ケアマネジャーのための事例検討会の手法を学ぶ研修 １日程 １日 １１月 ２０ 

専門研修 計２ ２日程 ２日 － ５９ 
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（３）資格取得研修 

研修名 研修日数 実施時期 受講者数(名) 

ア 高齢者権利擁護等推進研修     

  ・権利擁護推進員養成研修 ２日程 ６日 ７月～ ８月 ２２０ 

  ・看護実務者研修 １日程 ３日 １０月～１２月 ８０ 

イ 介護支援専門員実務研修 １日程 １６日 １月～ ５月 １３９ 

ウ 介護支援専門員更新研修     

 ・介護支援専門員専門研修 

（課程Ⅰ）・更新研修（前期） 
３日程 ２４日 ６月～７月 １４４ 

  ・介護支援専門員専門研修 

（課程Ⅱ）・更新研修（後期） 
７日程 ３５日 １０月～１２月 ５１５ 

  ・介護支援専門員更新研修 

（実務未経験者向け）・再研修 
５日程 ５０日 ８月～１０月 ３３４ 

  ・主任介護支援専門員更新研修     １日程 ８日 １月～ ２月 ３１ 

エ 認知症介護実践研修     

  ・認知症介護実践者研修 ３日程 １８日 ５月～１２月 ２３８ 

  ・認知症介護実践リーダー研修 １日程 ７日 ９月～１１月 ５９ 

オ 認知症介護研修     

・認知症介護基礎研修 ２日程 ２日 ５月、１２月 １６４ 

  ・認知症対応型サービス事業開設者研修 ２日程 ４日 ８月、 ２月 ２３ 

  ・認知症対応型サービス事業管理者研修 ２日程 ４日 ８月、 ２月 １０５ 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 ２日程 ４日 ８月、 ２月 ３７ 

資格取得研修 計１３ ３２日程 １８１日 － ２,０８９ 

 

（４）テーマ別研修 

研修名 研修日数 実施時期 受講者数(名) 

ア 記録技術研修     

・障がい児害者分野 １日程 １日 １月 ６３ 

・高齢者分野 １日程 １日 １２月 ４８ 

イ 会計担当者研修     

・初任者コース ２日程 ４日 ９月 ８０ 

・実践者コース １日程 １日 ９月 ３９ 

ウ 広報力強化研修 ２日程 ２日 １２月 ５５ 

エ 感染症予防研修     

・前期 １日程 １４日 ７月 ４１０ 

・後期 ２日程 １５日 １２月 ４７５ 

テーマ別研修 計７ １０日程 ３８日 － １,１７０ 
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（５）その他の研修 

研修名 研修日数 実施時期 受講者数(名) 

ア 民生委員児童委員研修 ９日程 ９日 
７月～ ８月 

（１日程中止） 
１,４６４ 

その他の研修 計１ ９日程 ９日 － ２,４６４ 

 

 

３ 介護実習・普及事業の推進 

（１）研修専門部会の開催（１回） 

    令和６年 ２月２２日  春日市 

 

（２）介護講座等の実施 

介護に関する知識・技術の習得を目的として、県民や専門職員を対象に各種講座を開催した。 

ア 見学体験コース          ６８回  １,０１８名 

イ 介護予防講座           ２４回   １７３名 

ウ 介護入門講座           １８回   １８５名 

エ テーマ別介護講座         １８回   １４０名 

オ 認知症介護講座          ２８回   ４３７名 

カ キャラバン・メイト養成研修     ３回   ２１５名 

キ キャラバン・メイトスキルアップ研修 １回    ５９名 

ク 認知症サポータースキルアップ研修  １回    ３６名 

ケ 福祉用具住宅改修研修        １回   １５０名 

コ 福祉用具体験セミナー        ２回   ３７０名 

 

 

４ 福祉用具普及事業の推進 

（１）福祉用具専門部会の開催（１回） 

    令和６年 ２月２２日  春日市 

 

（２）福祉用具展示事業の充実等 

福祉用具展示室に専門相談員を配置し、福祉用具の情報提供に努めた。 

ア 福祉用具展示数        ５９０点 

イ 福祉用具展示室見学者数   ３,７３１名 

ウ 相談件数            ８１４件 

 

（３）福祉用具を活用した腰痛予防研修 

    介護職員を対象とした福祉用具の研修を実施することにより、介護現場での腰痛予防、福祉用

具の普及、福祉用具のハイテク化の状況等についての正しい知識及び技術について情報提供し、

「安全な介護と質の高いケア」を目指すことを目的として開催（４回、１２４名）した。 
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５ 広報・啓発等の実施 

（１）パンフレット「介護講座のご案内」の作成・配布等 

パンフレットを４５,０００部作成し、市町村、社会福祉施設、医療機関、銀行、コンビニ、ス

ーパー等に配布した。 

また、ホームページに介護講座の案内を掲載するとともに、市区町村・市町村社協に介護講座

の周知を依頼し、積極的な広報に努めた。 

 

（２）インターネットの活用 

ホームページで介護実習・普及事業及び介護講座を掲載し、介護情報の普及に努めた。 

 

（３）ＳＮＳの活用 

インスタグラムとフェイスブックを開設し、情報発信に努めた。 

 

（４）各種チラシ等の作成・配布等 

「福祉用具展示室」のチラシを作成し、各講座や研修、見学等の際に介護実習・普及センター

事業と併せて啓発を行った。 
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令和５年福岡県社会福祉大会 
 

１ 会  議 

（１）大会運営委員会の開催（２回） 

第１回  令和５年 ８月１８日  春日市 

第２回  令和５年 ９月２６日  春日市 

 

 

２ 令和５年福岡県社会福祉大会 

（１）日  時 

令和５年１０月２３日（水） １３時～１５時２０分 

 

（２）会  場 

クローバープラザ アリーナ棟２階 大ホール 

 

（３）参 加 者 

７４８名（被表彰者、来賓・役員等を含む） 

 

（４）内  容 

ア 記念講演 

 演 題 「複雑・多様化する社会に応えるために ～つながりの大切さ～」 

講 師 同志社大学 社会学部 教授 永田  祐 氏 

イ 式典・総会 

（ア）開会のことば 

（イ）国歌斉唱（清聴）・黙祷 

（ウ）大会会長式辞 

（エ）県知事挨拶 

（オ）来賓祝辞 

（カ）表彰 

・県  知  事 表彰  ７６名、１６団体 

感謝  ３１３名、１３団体 

・県社協会長 表彰  ４００名、２０施設、４校区・地区社協 

感謝    ２名、２０団体 

・県共募会長 表彰   ２７名、７団体、１１支会 

感謝   ５４名、５団体 

（キ）被表彰者謝辞 

（ク）大会宣言 

（ケ）実践申合せ事項 

（コ）特別アピール 

（サ）閉会のことば 
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大会宣言 
 

我が国は、少子高齢化・人口減少、地域社会の脆弱化等、複雑化・複合化し

ている地域生活課題に加えて、約３年に亘り猛威を振るった新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、子どもたちの健全な育成や養育環境、障がい者や高

齢者等支援が必要な方の生活の質に大きな影響を及ぼしました。   

このような状況の中、国においては、人々が様々な生活課題を抱えながらも

住み慣れた地域で、自分らしく暮らしていけるよう、地域住民等が支え合い、

一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていくことのできる「地域共

生社会」の実現を目指して取組が進められています。 

一方で、これらの取組において多機関連携・協働を担う社会福祉協議会、社

会福祉法人・福祉施設、民生委員・児童委員等、福祉分野の人材不足は深刻で

あり、我が国の少子高齢化・人口減少が本格化するなか、その確保、養成、定

着のための対策が喫緊の課題となっています。 

加えて、本県では、毎年のように大規模な自然災害が頻発しており、本年は

７月の大雨災害により県内１０市町村に災害救助法が適用され、県内外の大

きな力を借りて、その復旧・復興に取り組むなど、日頃からの備え、地域間の

連携がますます重要となっています。 

このような時こそ、ともに地域を支える社会福祉関係者は、これまでの経験

と実績を活かし、それぞれの立場で質の高い専門性を発揮するとともに、次世

代の福祉の担い手の育成にも力を注ぎ、地域福祉の推進役としての役割を果

たすことが強く求められています。 

本大会において、私たち社会福祉関係者は、これまで以上に多職種、多機関・

団体との連携強化に努め、国・県・市町村と協働して、すべての人が安心して

暮らすことができる福岡県づくりに一致団結して取り組むことを誓い、ここ

に宣言します。 

 

令和５年１０月２３日 

令和５年福岡県社会福祉大会 
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実践申合せ事項 
 

 

１ 共に支え合う地域共生社会の実現 
地域の様々な主体が参画し、分野・世代を超えてつながるよう、住民主体による課題

解決力の強化並びに包括的な相談支援体制づくりを、地域住民との連携により実践し、

共に支え合う地域共生社会の実現に努めよう。 

 

２  生活困窮者支援の取組強化 
コロナ禍により深刻化した県民の経済的困窮や社会的孤立等の課題解決・改善に向

け、関係機関・団体の幅広い連携による生活困窮者支援に努めよう。 

 

３ 福祉人材の確保、養成、定着のための総合的な対策の強化 
次世代を担う若年層に向けたイメージアップを図るための広報活動の充実・強化、働

き方改革の推進をはじめ、処遇改善やキャリアアップの支援、福祉専門職としての社会

的評価の向上に取り組むなど、働きやすく魅力ある職場づくりに努めよう。 

 

４  社会福祉法人の地域における公益的な取組の強化 
社会福祉法人は、極めて公益性の高い非営利法人として創設された経緯に鑑み、その

責務として、様々な地域生活課題や福祉ニーズに対し、自らの公益性を自覚の上、積極

的に役割を果たしていけるよう努めよう。 

 

５ 大規模災害への対応強化 
相次ぐ大規模な自然災害に備え、日頃からＢＣＰ（事業継続計画）の策定をはじめ、

地域住民、関係機関・団体と協働し、地域の防災力の向上を図るとともに、福祉サービ

ス利用者が安心してサービスを受けられるよう体制の強化に努めよう。 

併せて、被災時における地域の避難拠点としての機能強化及び施設間相互の連携の

充実に努めよう。 

 
６ 福祉サービスの質の向上と利用者支援に向けた取組の強化 

福祉サービスの質の向上と適切なサービス利用を支援するため、福祉サービス利用

援助事業や苦情解決事業、第三者評価事業など、総合的な権利擁護体制の推進に努めよ

う。 

 

７ 共同募金運動の取組強化 
民間の社会福祉活動を財源面から支援する共同募金運動の強化に取り組み、さらな

る推進・拡大に努めよう。 

 

令和５年１０月２３日 

令和５年福岡県社会福祉大会 
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特別アピール 
 

現在、我が国では、少子高齢・人口減少が急速に進展するなか、福祉人材の

確保、養成、定着が喫緊の課題となっている。また、約３年に亘るコロナ禍に

より、これまで潜在化していた様々な地域生活課題が明らかになり、人々の命

と暮らしを守る役割を担う福祉分野の人材確保の必要性が一層増大した。そ

の解決には、処遇改善や労働環境の整備を行い、福祉の仕事の意義や魅力を広

く発信し、新たな人材発掘・養成及び離職した福祉人材の再就職支援、専門性

を高める研修事業の充実等に取り組む必要がある。 

また、国は、社会福祉協議会、社会福祉法人・福祉施設、民生委員・児童委

員等が持てる力を最大限に発揮し、地域のセーフティネットとして、急増する

福祉ニーズに連携・協働し支援することに期待している。 

しかし、そのための十分な財源措置がなされているとは言い難く、物価の高

騰、増加する福祉ニーズへの対応など、今後、更なる財源の確保が必要である。 

国及び地方公共団体においては、地域共生社会の実現に向け、社会福祉関係

者の意見を十分に取り入れるとともに、国と地方における責任・財源の明確化

を基本とした仕組みづくりを進めていただくよう、県内社会福祉関係者の総

意をもって強く要望する。 

 

令和５年１０月２３日 

令和５年福岡県社会福祉大会 
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